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ＣＰＡ 公認会計士講座 ＜無断転載を禁ず＞ 

 
 

管理会計論 上級答練 第１回 
 

  

          
   （管理会計論） (満点 100点)  

    第 1 問 (50点)   

 

当工場では，第１工程と第２工程を経て製品Ｘを量産・販売し，累加法による工程別実際

単純総合原価計算を実施している。第１工程の始点において材料Ａを投入し，加工の上，中

間製品Ｘを完成させる。中間製品Ｘには外部市場があるため，一部はそのまま外部に出荷さ

れるが，多くは第２工程に振り替えられる。第２工程では，中間製品Ｘに対して材料Ｂを工

程を通じて平均的に投入し，加工の上，最終製品Ｘとして完成させる。なお，製品Ｘの需要

には季節的な変動があるため，後述する通り，製造部門費の製品別集計に際しては，年次予

算に基づく予定配賦率(配賦基準は直接作業時間)を用いている。次の〔資料〕に基づき，以

下の    ～    に答えなさい。なお，計算過程で端数が生じる場合，計算途中では

四捨五入せず，最終数値の円未満を四捨五入すること。また，数値の記入には，必ず３桁ず

つ桁区切りを付けること。 

 

〔資料〕 

1. 直接材料に関するデータ 

⑴ 直接材料費の計算には総平均法による実際消費価格を用いており，月初有高と購入代価に関

するデータは次の通りである。この他に，材料副費として購入代価の５％を予定配賦しており，

購入原価に算入している。 

 月初有高 当月購入代価 

材料Ａ ＠1,260円×5,250㎏ ＠1,300円×21,000㎏ 

材料Ｂ ＠ 504円×4,800㍑ ＠ 440円×14,400㍑ 

⑵ 出庫数量と月末実地棚卸数量に関するデータは次の通りである。棚卸減耗は原価性を有し，

すべて資材部門の管理責任としている。 

 当月出庫数量 月末実地棚卸数量 

材料Ａ 20,000㎏ 6,000㎏ 

材料Ｂ 14,000㍑ 4,800㍑ 

 

第２問とあわせ 

時 間 ２時間 

問題 1 

問 1 問 7 
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2. 直接工に関するデータ 

⑴ 直接賃金等の計算には工程別の実際消費賃率を用いており，支払賃金と未払賃金に関するデ

ータは次の通りである。 

 当月支払賃金 前月未払賃金 当月未払賃金 

第１工程 4,640,000円 1,554,000円 1,702,000円 

第２工程 2,920,000円  984,000円 1,072,000円 

⑵ 当月の作業時間票と不働時間票に関するデータは次の通りである。手待時間はすべて，各工

程の管理者にとって管理可能なものである。 

 直接作業時間 間接作業時間 手待時間 

第１工程 2,260時間 280時間 120時間 

第２工程 1,680時間 120時間  80時間 

 

3. 製造間接費に関するデータ 

⑴ 製造間接費の計算においては，補助部門として動力部門，資材部門，工場事務部門を設定し，

部門別原価計算を実施している。 

⑵ 製造部門費は直接作業時間を基準として製品に予定配賦しており，予定配賦率算定の基礎と

なる年次予算に関するデータは次の通りである。なお，月次予算は年次予算の12分の１とする。 

 変動費予算 固定費予算 予定操業度 

第１工程 36,000,000円 43,200,000円 36,000時間 

第２工程 27,000,000円 37,800,000円 27,000時間 

⑶ 当月の部門費実際発生額に関するデータは次の通りである。ただし，〔資料〕1.⑵と2.⑵は反

映されていない。 

 第１工程 第２工程 動力部門 資材部門 工場事務部門 

部門費 2,921,000円 2,868,000円 1,400,000円 875,000円 1,240,000円 

⑷ 補助部門費は，単一基準配賦法と階梯式配賦法を用いて実際配賦する。当月における各補助

部門サービスの実際消費量割合に関するデータは次の通りである。 

 第１工程 第２工程 動力部門 資材部門 工場事務部門 

動 力 部 門 50％ 30％ ― 20％ ― 

資 材 部 門 40％ 50％ 10％ ― ― 

工場事務部門 60％ 20％ 10％ 10％ ― 
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4. 製造Ｘに関するデータ 

⑴ 当月の生産データは次の通りである。月初仕掛品はなく，( )内は加工費進捗度を示す。 

 第１工程 第２工程 

当 月 投 入 5,000個 3,000個 

月末仕掛品 800個(0.4) 500個(0.6) 

正常仕損品 200個 100個 

当月完成品 4,000個 2,400個 

⑵ 仕損は各工程の終点で発生し，仕損品の評価額はゼロである。仕損費は適切な方法で良品に

負担させる。 

 

当工場では，直接材料の実際消費量を   ＊   により計算している。   ＊   に

入る用語を示し，そのメリットを説明しなさい。 

 

各工程に集計される直接材料費と直接労務費を計算しなさい。 

 

当工場では，製造間接費の計算において，製造部門費は予定配賦によっているが，補助部

門費は実際配賦によっている。 

⑴ 当工場の場合，製造部門費を予定配賦するメリットを説明しなさい。 

⑵ 補助部門費を現在の実際配賦から予定配賦に変更することを検討している。この変更に

より，どのようなメリットが得られるかを説明しなさい。 

 

変動予算ではなく固定予算を用いて，当月の第１工程における製造間接費配賦差異を予算

差異と操業度差異に分析しなさい。答案用紙の( )内には，「借方」又は「貸方」を記入しな

さい。 

 

    の予算差異の分析結果を見た工場長は，「製造間接費の管理は非常にうまくいっ

ている」と判断した。この判断の問題点を当月の操業状況を踏まえて説明しなさい。 

 

各工程の完成品総合原価を計算しなさい。 

 

第１工程の仕損品については，溶解の上，材料Ａとして再利用できることが判明した。こ

の場合，仕損品原価と仕損費の関係を説明しなさい。 

 

問 1 

問 2 

問 3 

問 4 

問 6 

問 7 

問 5 問 4 
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製品Ａを量産する当工場では，原価管理のためにパーシャル・プランの全部標準原価計算

制度を採用しており，原価要素別に仕掛品勘定を設定している。次の〔資料〕に基づき，以

下の    ～    に答えなさい。なお，数値の記入には，必ず３桁ずつ桁区切りを付

けること。 

 

〔資料〕 

1. 製品Ａ１個当たりの標準製造間接費 

⑴ 製造間接費の配賦基準は機械作業時間であり，機械作業１時間当たりの標準配賦率は次のよ

うに設定されている。なお，月間予算は年間予算の12分の１とする。 

標準配賦率＝                 ＝1,000円／時間 

⑵ 製品Ａの製造過程では，工程の加工費進捗度40％の時点で仕損が発生する。正常仕損率は良

品に対して２％であり，これを超えて発生した仕損品の標準原価は異常仕損費とする。なお，

仕損品に売却価値や利用価値はない。 

⑶ 製品Ａ１個当たりの標準機械作業時間は0.25時間であり，この中に正常仕損の余裕分は含ま

れていない。 

⑷ 製品Ａの原価標準及び標準原価の算定に際しては，正味標準原価に正常仕損費を特別費とし

て加算する方法を採用している。 

 

2. 前月と当月の生産データ 

 前 月  当 月 

    月初仕掛品 800個 (0.2)  600個 (0.6) 

    当月投入 5,500個   5,500個  

    合 計 6,300個   6,100個  

    差引：仕損品 200個 (0.4)  200個 (0.4) 

       月末仕掛品 600個 (0.6)  400個 (0.2) 

    当月完成品 5,500個   5,500個  

    実際機械作業時間 1,540時間   1,440時間  

(注) ( )内は加工費進捗度を示す。 

 

3. その他のデータ 

⑴ 製造間接費差異の分析には変動予算と四分法を用いている。 

⑵ 前月の固定費能率差異は57,000円(不利差異)であった。 

⑶ 当月の製造間接費の総差異は０円であった。 

問題 2 

問 1 問 6 

年間製造間接費予算18,000,000円 

年間基準操業度18,000時間 
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答案用紙に示した当月の仕掛品－製造間接費勘定を完成させなさい。なお，製造間接費差

異はすべて仕掛品勘定から振り替えられるが，当月は総差異がゼロであるため，記入されな

い。 

 

前月から当月にかけての異常仕損費の増減額を計算しなさい。答案用紙の( )内には，「増

加」又は「減少」を記入しなさい。ただし，増減がない場合には金額欄に「―」を記入し，( )

内は無記入としなさい。 

 

当工場では原価標準に仕損費を含める方法を採用しているが，仕損費を含めない方法もあ

る。そこで，仕損費を含める方法のメリットとデメリットをそれぞれ説明しなさい。 

 

当月の製造間接費差異を予算差異，変動費能率差異，固定費能率差異，操業度差異(不動

能力差異)に分析しなさい。答案用紙の( )内には，「有利」又は「不利」を記入しなさい。 

 

当工場が基準操業度を実際的生産能力で決定していると仮定した場合，前月の操業度差異

をどのように理解すべきか説明しなさい。 

 

以下の文章は，わが国の「原価計算基準」からの引用文である。 

製造間接費の標準は，これを部門別(又はこれを細分した作業単位別，以下これを「部

門」という。)に算定する。部門製造間接費の標準とは，一定期間において各部門に発

生すべき製造間接費の予定額をいい，これを部門( Ａ )として算定する。(中略) 部

門( Ａ )は，( Ｂ )又は変動予算として設定する。 

上記の引用文では，製造間接費に関しては，製品原価計算用の標準とは別に，原価管理用

の標準としての部門( Ａ )を総額で設定すべきことを説明している。これは，製造間接費

の中には，( Ｃ )が含まれているためである。( Ａ )～( Ｃ )に当てはまる用語を答

案用紙に記入しなさい。 

 

問 1 

問 3 

問 4 

問 5 

問 2 

問 6 



  無料公開版（質問はご遠慮下さい） ＣＰＡ2018年－上級答練①－管理会計論－問題 

－ 6 － 
 

ＣＰＡ 公認会計士講座 ＜無断転載を禁ず＞ 

 

          
   （管理会計論） (満点 100点)  

    第 2 問 (50点)   

 

黒字企業である当社は，この度，新製品Ｘの開発に成功し，来期首(第１年度期首)からそ

の製造販売プロジェクトを開始することを検討している。製品Ｘは材料Ｘを加工することで

完成するが，さらに追加加工を行うことにより，製品Ｙあるいは製品Ｚとして販売すること

もできる。製品Ｘの年間需要量は1,300個，追加加工した場合の年間需要量は，製品Ｙが400

個，製品Ｚが300個と予想されている。これらの新製品の製造には，取得価額50,000,000円の

新型設備が必要であり，その年間稼働能力は4,800時間である。設備投資に関する支出は第１

年度期首に現金でまとめて行い，設備は即時に稼働可能であるものとする。減価償却方法と

しては，耐用年数５年，残存価額をゼロとする定額法を用いるが，この設備は第４年度末に

5,000,000円で中古市場に売却可能と予想されることから，４年間の設備投資プロジェクトと

して経済性計算を実施する。次の〔資料〕に基づき，以下の    ～    に答えなさ

い。なお，計算過程で端数が生じる場合，計算途中では四捨五入せず，最終数値の円未満を

四捨五入すること。また，数値の記入には，必ず３桁ずつ桁区切りを付けること。 

 

〔資料〕 

1. 製品Ｘ，Ｙ，Ｚについて，販売価格と単位当たり変動費に関する情報は次の通りである。 

  (単位：円／個) 

 製品Ｘ 製品Ｙ 製品Ｚ 

販売価格 100,000 180,000 220,000 

直接材料費    

 材料Ｘ  36,000 ― ― 

 追加投入材料 ―  56,000  74,000 

 製品Ｘ ― ??? ??? 

直接労務費  4,000  2,000  4,000 

変動製造間接費 ??? ??? ??? 

変動販売費  2,000  4,000  6,000 

(注) ① 直接労務費はすべて変動費であり，直接工の賃率は1,000円／時間である。 

② 変動製造間接費の配賦基準は新型設備の設備稼働時間であり，予定配賦率は2,000円

／時間である。なお，直接作業時間と設備稼働時間は等しいものとする。 

③ 変動費はすべて現金支出を伴う費用である。 

第１問とあわせ 

時 間 ２時間 

 
 
 

問題 1 

問 1 問 5 
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2. この投資プロジェクトに関連する固定費のうち，固定製造間接費は年額24,000,000円，固定販

売費及び一般管理費は12,000,000円と見積もられる。固定製造間接費の中には，新型設備の減価

償却費が含まれており，その他の固定製造間接費と固定販売費及び一般管理費は，変動費と同様

に現金支出を伴う費用である。 

 

3. 新型設備を購入し，第１年度から新製品の製造販売を可能にするためには，運転資本に対する

投資が必要となる。運転資本投資は，第１年度の売上高に対して，売掛金に対する投資が６％，

棚卸資産に対する投資が４％，買掛金に対する投資が５％と見積もられる。この運転資本投資は，

プロジェクト立ち上げのための所要運転資金として初期投資額の中に含め，第４年度末に全額回

収されるものとする。 

 

4. 当社の資本コスト率は，他人資本と自己資本の各調達源泉別の資本コスト率を加重平均した全

社的加重平均資本コスト率である。他人資本の資本コスト率(税引前利子率)は５％，自己資本の

資本コスト率は12％である。なお，当社では，負債比率を50％とする資本構成を財務方針として

採用しており，今後もこの方針を継続する予定である。 

 

5. 法人税等の実効税率は 40％であり，キャッシュ・フローはすべて税引後で計算する。なお，初

期投資額に関連するキャッシュ・フロー以外，すなわち各期間のキャッシュ・フローは，各年度

末にまとめて発生するものと仮定する。また，法人税等は，これを負担すべき事業年度の末日に

まとめて支払うものと仮定する。 

 

製品Ｘ，Ｙ，Ｚのそれぞれについて，単位当たり貢献利益を計算しなさい。 

 

プロジェクト会議において，製造部長が製品Ｘのみを生産・販売することを主張したのに

対して，販売部長は製品ＹとＺをそれぞれ需要上限まで生産・販売することを主張した。当

社の場合，販売部門はレヴェニューセンターであり，販売部長は売上高についてのみ責任を

負っている。以上を前提として，⑴製造部長の主張と⑵販売部長の主張の根拠をそれぞれ推

測して説明しなさい。ただし，必ず具体的数値を用いて論述を行うこと。 

 

当社の全社的加重平均資本コスト率を計算しなさい。なお，端数が生じる場合には，小数

点以下第４位を四捨五入すること(たとえば，0.1234の場合は12.3％である)。 

問 1 

問 2 

問 3 
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    の製造部長の主張を採用するものとして，この投資プロジェクトに関する次の①

～⑤を計算しなさい。なお，正味現在価値の計算に際しては，現価係数は小数点以下第４位

を四捨五入して各自で計算すること。 

① 初期投資額 

② 第１年度から第４年度までの毎年の差額キャッシュ・フロー１年分 

③ 第４年度末の正味回収額(設備及び運転資本) 

④ 第１年度期首時点の正味現在価値 

⑤ 回収期間 

 

当社の目標回収期間が２年の場合，    ⑤の回収期間によれば，この投資プロジェク

ト採否の判断がどうなるかを示しなさい。また，その判断を踏まえて，回収期間法の問題点

を２点指摘しなさい。 

 

問 4 

問 5 

問 2 

問 4 



  無料公開版（質問はご遠慮下さい） ＣＰＡ2018年－上級答練①－管理会計論－問題 

－ 9 － 
 

ＣＰＡ 公認会計士講座 ＜無断転載を禁ず＞ 

当社はオートバイの製造販売を行う中堅の最終組立メーカーであり，新型車の開発に当た

っては，商品企画の段階から原価企画の手法を採用している。次の〔資料〕に基づき，新型

車Ｘの原価企画に関する以下の    ～    に答えなさい。なお，数値の記入には，

必ず３桁ずつ桁区切りを付けること。 

 

〔資料Ⅰ〕許容原価を求める条件 

1. 当社における新型車のモデルサイクル期間は３年間である。なお，モデルサイクル期間とは新

型車が発売されてから次の製品に切り替わるまでの周期を意味する。 

2. モデルサイクル期間において新型車Ｘに求められる必要営業利益額は270,000,000円である。 

3. 新型車Ｘ１台当たりの初年度販売価格は850,000円，第２年度は800,000円，第３年度は600,000

円と見積もられている。 

4. 新型車Ｘの１年当たりの予定販売数量(各年度同数)は800台と見積もられている。 

5. 新型車Ｘの許容研究開発(Ｒ＆Ｄ)費は，モデルサイクル期間３年間の売上高合計額比５％とす

る。なお，当社の原価企画では，研究開発(Ｒ＆Ｄ)に関わる費用を製造原価や一般管理費に含め

ることなく，別科目で管理している。 

6. 販売費及び一般管理費は，売上高比20％とする。 

7. 当社では，目標原価の設定方法として，許容製造原価をそのまま目標原価とする方法を採用し

ている。 

 

〔資料Ⅱ〕新型車Ｘの企画品質設定表 

要求品質 重要度 現在の品質 

商品企画 要求品質ウェイト 

企 画 

品 質 

レベル 

アップ率 

セールス 

ポイント 

絶対的 

ウェイト 

相対的 

ウェイト 

環境対応性 ５ ４ ５  VVV  ① ％ 

安 全 性 ５ ３ ５  VVV  ％ 

経 済 性 ３ ３ ３  VV  ② ％ 

走 行 性 ４ ３ ４  VV  ％ 

スタイル性 ３ ２ ３  V  ％ 

合   計 ― ― ― ― ―  100.0％ 

(注) ⑴ 重要度は，要求品質について，顧客が判断する重要度の度合いを５点法のスケールで回答

してもらい，それらを丸め計算して５段階で評価したものである。 

⑵ 現在の品質は，当社の現行車種について，顧客が評価する品質レベルを５点法のスケール

で回答してもらい，それらを丸め計算して５段階で評価したものである。 

問題 2 

問 1 問 4 
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⑶ 企画品質は，各要求品質の重要度と現在の品質の評価値を比較して定めたものである。た

とえば，環境対応性については，顧客の考える重要度は５であるのに対し，当社の現行の車

種に対する品質評価は４であるから，企画品質としては５点の目標値を与えている。 

⑷ レベルアップ率＝企画品質評価点÷現在の品質の評価点 

なお，レベルアップ率について端数が生じる場合は，小数点以下第３位を四捨五入する。 

⑸ セールスポイントは，当社の新型車開発に当たってのポリシーを表しており，要求品質間

の優先順位である。ここでは，VVV：VV：V＝1.5：1.2：1.0であり，この比を加味して顧客

の要求品質の重要度を修正する。 

⑹ 絶対的ウェイト＝重要度×レベルアップ率×セールスポイント 

⑺ 相対的ウェイト＝絶対的ウェイト÷絶対的ウェイトの合計 

なお，相対的ウェイトは，％表示の小数点以下第２位を四捨五入して第１位まで求める。 

 

〔資料Ⅲ〕 要求品質のウェイトからサブシステムの目標原価への変換 

要求品質 
要求品質 

ウェイト 
エンジン ボディー サスペンション タイヤ 

環境対応性 ％ VVV ％ VV ％ VVV ％ VV ％ 

安 全 性 ％ VVV ％ VVV ％ VVV ％ VV ％ 

経 済 性 ％ V ％ V ％ VV ％ V ％ 

走 行 性 ％ VVV ％ VV ％ VV ％ VVV ％ 

スタイル性 ％ VV ％ VVV ％ V ％ VV ％ 

サブシステム 

のウェイト 
100.0％ ③  ％ ④  ％ ⑤  ％ ⑥  ％ 

サブシステム 

の目標原価 
円 円 円 円 円 

(注) ⑴ 要求品質項目が各サブシステムによって満たされる関係は，VVV：VV：V＝1.5：1.2：1.0

で表される。 

⑵ たとえば，環境対応性という要求品質が各サブシステムによって満たされる関係は，エン

ジン：ボディー：トランスミッション：タイヤ＝VVV：VV：VVV：VV＝1.5：1.2：1.5：1.2で

あるから，環境対応性の要求品質ウェイト(相対的ウェイト)をこの比で按分すれば，各サブ

システムの貢献度が明らかとなる。 

⑶ 要求品質ウェイトの按分に際して生じる端数は，％表示の小数点以下第２位を四捨五入し

て第１位まで求める。ただし，各サブシステムに按分したウェイトの合計と按分すべきウェ

イトが四捨五入のため一致しない場合には，エンジンに按分するウェイトを切り上げまたは

切り捨てることで調整する。 
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⑷ サブシステムのウェイトは，各サブシステムに按分された各要求品質のウェイトを合計し

て計算する。 

⑸ サブシステムの目標原価＝目標原価×サブシステムのウェイト 

 

〔資料Ⅳ〕サブシステムの目標原価と見積原価の比較表 

サブシステム 見積原価 目標原価 原価低減目標額 価値比率 

エ ン ジ ン 184,840円 円 円 ⑨  ％ 

ボ デ ィ ー 109,080円 円 ⑦  円 ％ 

サスペンション 205,660円 円 ⑧  円 ％ 

タ  イ  ヤ 100,420円 円 円 ⑩  ％ 

合     計 600,000円 円 円 ％ 

(注) ⑴ 原価低減目標額＝見積原価－目標原価 

なお，原価低減目標額がマイナスの場合には，金額頭部に△を付けるものとする。 

⑵ 価値比率＝目標原価÷見積原価 

なお，価値比率は，％表示の小数点以下第２位を四捨五入して第１位まで求める。 

 

新型車Ｘの許容製造原価を計算しなさい。 

 

当社が採用する目標原価の設定方法を一般に何というか。その名称を示し，対となる方法

と比較した場合のメリットとデメリットを説明しなさい。 

 

〔資料Ⅱ〕～〔資料Ⅳ〕の①～⑩に当てはまる数値を答案用紙に記入しなさい。 

 

    の結果を受けて，サスペンションの設計担当エンジニアは，買入部品について承

認図方式での調達を拡大するプランを検討している。そこで，承認図方式と対となる方式の

名称を示し，それと比較した場合のメリットとデメリットを完成品メーカーの立場から説明

しなさい。 

 

問 1 

問 2 

問 3 

問 4 問 3 
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【ＭＥＭＯ】 
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1 

― 

2 

番号 
 

第１問 答 案 用 紙＜1＞ 

(管理会計論) 

 評 点 

   

名前 
   

   

 

      

     

用語： 

メリット： 

 

     

 第１工程 第２工程 

直接材料費 円 円 

直接労務費 円 円 

 点   

⑴ 

 

⑵ 

 

     

予 算 差 異 円 (    )差異  

操業度差異 円 (    )差異  

     

 

 

 

     

 第１工程 第２工程 

完成品原価 円 円 
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問 1 
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問 4 
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問 5 

問 6 
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2 

― 

2 

  

第１問 答 案 用 紙＜2＞ 

(管理会計論) 

  

名 前 
   

   

    

 

      

     

 仕掛品－製造間接費 (単位：円) 

月初仕掛品原価 (       ) 完 成 品 原 価 (       ) 

当月製造間接費 (       ) 異 常 仕 損 費 (       ) 

    月末仕掛品原価 (       ) 

 (       )  (       ) 

     

異常仕損費の増減額 円(   ) 

     

メリット： 

 

 

デメリット： 

 

 

     

予算差異 円(   )差異 

変動費能率差異 円(   )差異 

固定費能率差異 円(   )差異 

操業度差異(不動能力差異) 円(   )差異 

     

 

 

 

     

Ａ Ｂ Ｃ 

   

問題 2 
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問 2 
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問 4 問 6 
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1 

― 

2 

  

第２問 答 案 用 紙＜1＞ 

(管理会計論) 

 評 点 

名 前 
   

   

    

 

      

     

 製品Ｘ 製品Ｙ 製品Ｚ 

単位当たり貢献利益 円 円 円 

 点   

⑴ 

 

 

 

⑵ 

 

 

 

 

     

全社的加重平均資本コスト率 ％ 

     

① 円 

② 円 

③ 円 

④ 円 

⑤ 年 

 点   

判断： 

 

問題点⑴  

問題点⑵  

 

問題 1 

問 1 問 1 

問 2 

問 1 問 3 

問 1 問 4 

問 5 
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2 

― 

2 

  

第２問 答 案 用 紙＜2＞ 

(管理会計論) 

  

名 前 
   

   

    

 

      

     

許容製造原価 円／台 

 点   

(       )法 

メリット： 

 

デメリット： 

 

     

①  ⑥  

②  ⑦  

③  ⑧  

④  ⑨  

⑤  ⑩  

 点   

(       )方式 

メリット： 

 

デメリット： 
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問 1 問 1 

問 2 

問 1 問 3 

問 4 
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第１問 解 答 ＜1＞ 

(管理会計論) 

  

   

 
   

   

 

     (25点)【計算：★各２点，☆各１点】 

    (１点＋２点＝３点) 

用語：継続記録法 

メリット：帳簿有高と実際有高との比較において棚卸減耗を把握し，保管担当者の責任を問うこ 

とにより，棚卸計算法では不可能な材料の会計管理が可能となる。 

    (６点) 

 第１工程 第２工程 

直接材料費 ★   26,880,000 円 ☆   6,615,000 円 

直接労務費 ☆   4,068,000 円 ★   2,688,000 円 

 点  (２点＋２点＝４点) 

⑴ 各月の実際操業度の増減の影響を配賦率から排除することで，製品Ｘの需要の季節的な変動 

に左右されない，比較可能性の高い製品原価を算定することができる。 

⑵ 関係消費部門に対する配賦額から，当該部門において管理不能な補助部門における原価管理 

活動の良否の影響を排除することができる。 

    (３点) 

予 算 差 異 640,200 円 ( 貸方 )差異 ★ 

操業度差異 1,628,000 円 ( 借方 )差異 ☆ 

    (３点) 

 当月は閑散期にあったと推測され，実際操業度が予定操業度の約75％に止まっている。この場 

合，変動費の減少により，管理標準とすべき製造間接費の金額は固定予算よりも小さくなるが，  

工場長の判断は，実際発生額が固定予算を下回ったことを根拠としている点に問題がある。 

    (４点) 

 第１工程 第２工程 

完成品原価 ★   30,979,200 円 ★   31,268,250 円 

    (２点) 

 仕損品原価に対して溶解コストの見積額を加算した金額から，節約されるべき材料Ａの見積購 

入価額を控除した金額が仕損費となる。 

問題 1 

問 1 

問 2 
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問 6 



無料公開版（質問はご遠慮下さい） ＣＰＡ2018年－上級答練①－管理会計論－解答解説 

 

－ 2 － 解答解説 
 

ＣＰＡ 公認会計士講座 ＜無断転載を禁ず＞ 

 

 

  

第１問 解 答 ＜2＞ 

(管理会計論) 

  

 
   

   

    

 

     (25点)【計算：★各２点，☆各１点】 

    (７点) 

 仕掛品－製造間接費 (単位：円) 

月初仕掛品原価 (☆   91,200 ) 完 成 品 原 価 (★ 1,386,000 ) 

当月製造間接費 (★ 1,325,000 ) 異 常 仕 損 費 (☆   10,200 ) 

    月末仕掛品原価 (☆   20,000 ) 

 (  1,416,200 )  (  1,416,200 ) 

    (２点) 

異常仕損費の増減額 ★    2,400 円( 増加 ) 

    (３点＋３点＝６点) 

メリット：原価標準に仕損費を含めることで，それは達成可能な目標となり，現場管理者や現場 

作業員の動機づけを効果的に行うことが可能となる。その結果，仕損費を含めない方法を採用す 

る場合と比べて，短期的により良い原価業績を引き出すことができる。 

デメリット：原価標準に仕損費を含めれば，仕損費の一部が製品原価の中に埋没することになる。 

その結果，仕損費を含めない方法を採用する場合のように，将来的に回避すべき無駄を完全に明 

示することができず，長期的な原価改善に限界が生じる。 

    (４点) 

予算差異 ☆ 151,000 円( 有利 )差異 

変動費能率差異 ☆  46,000 円( 不利 )差異 

固定費能率差異 ☆  69,000 円( 不利 )差異 

操業度差異(不動能力差異) ☆  36,000 円( 不利 )差異 

    (３点) 

 前月は有利な操業度差異が計上されているが，生産能力を超えて稼働することは不可能である。 

したがって，前月の稼働可能日数に基づく実際的生産能力が，年間の実際的生産能力を月別に等 

分したものよりも大きかったために生じた差異(暦日差異)と理解すべきである。 

    (１点＋１点＋１点＝３点) 

Ａ Ｂ Ｃ 

間接費予算 固定予算 固定費 
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 第１問  解説   

 

 

問題１の計算は，基本的な費目別計算の知識と，部門別計算と工程別総合原価計算の関係を理解で

きているかを確認している。また，理論については，製造部門費と補助部門費の予定配賦について，

両者の見地の相違を理解できているかを重視している。 

問題２の計算は，いわゆる第２法による標準原価計算の理解について，製造間接費の計算と差異分

析に絞る形で問うている。また，理論については，第１法・第２法の区別と仕損費を含める・含めな

いの区別を混同していないか，主としてその確認を意図している。 

 

 

     工程別単純総合原価計算 

     継続記録法のメリット(理論) 

     直接材料費と直接労務費の計算 

     製造部門費と補助部門費を予定配賦するメリット(理論) 

     固定予算を用いた製造間接費配賦差異の分析 

     固定予算の問題点(理論) 

     累加法による工程別単純総合原価計算 

     仕損品原価と仕損費の関係(理論) 

     標準原価計算 

     パーシャル・プランの仕掛品勘定の作成 

     異常仕損費の増減分析 

     原価標準に仕損費を含める方法のメリットとデメリット(理論) 

     変動予算と四分法による製造間接費差異の分析 

     有利な操業度差異の解釈(理論) 

     製造間接費の標準(理論) 

出 題 の 意 図 
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問 1 

問 2 

問 3 

問 4 

問 5 

問 6 

問 7 
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ＣＰＡ 公認会計士講座 ＜無断転載を禁ず＞ 

     工程別単純総合原価計算 (単位：円) 

    継続記録法のメリット(理論) 

解答を参照のこと。 

論述に際しては，対となる棚卸計算法との比較をイメージすればよい。棚卸減耗を把握できる

点を指摘できれば合格答案といえるが，把握した棚卸減耗について責任を問うことで初めて効果

的な在庫管理が可能となる点を理解しておきたい。 

 

    直接材料費と直接労務費の計算 

１ 直接材料費の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*1) 材料Ａ当月購入代価＠1,300×(１＋材料副費予定配賦率５％) 

(*2) 材料Ｂ当月購入代価＠440×(１＋材料副費予定配賦率５％) 

 

問 1 

問 2 

問題 1 

月初有高 5,250㎏ 

6,615,000(＠1,260) 

当月購入 21,000㎏ 

28,665,000 

((*1)＠1,365) 棚卸減耗 250㎏ 

336,000 

月末有高 6,000㎏ 

8,064,000 

直接材料 20,000㎏ 

26,880,000 

月初＋当月 26,250㎏ 

35,280,000(＠1,344) 

材料Ａ(第１工程) 

月末帳簿有高6,250㎏ 

資材部門へ振替 

棚卸減耗 400㍑ 

189,000 

月末有高 4,800㎏ 

2,268,000 

直接材料 14,000㍑ 

6,615,000 

月初＋当月 19,200㍑ 

9,072,000(＠472.5) 

材料Ｂ(第２工程) 

月初有高 4,800㍑ 

2,419,200(＠504) 

当月購入 14,400㍑ 

6,652,800 

((*2)＠462) 

月末帳簿有高5,200㍑ 

資材部門へ振替 
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２ 直接労務費の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，製造間接費の実際発生額の集計が必要となるのは第１工程のみであるため，第２工程の

直接工について間接賃金(間接作業賃金＋手待賃金)を計算する必要はない。 

 

    製造部門費と補助部門費を予定配賦するメリット(理論) 

解答を参照のこと。 

本問では，⑴製造部門費と⑵補助部門費では配賦先が異なることに注意しなければならない。

すなわち，⑴製造部門費の配賦先は製品であるから，その予定配賦のメリットは製品原価の算定

という見地から検討することになるのに対し，⑵補助部門費の配賦先はコスト・センター(原価セ

ンター)としての製造部門であるから，その予定配賦のメリットは責任会計の見地から検討するこ

とになるのである。なお，⑴製造部門費を予定配賦するメリットとしては，一般的には，製品原

価の計算を迅速化できるという点も挙げられる。ただし，本問では実際総合原価計算を採用して

おり，それは各月末に事後的に判明する期間生産量を原価集計単位とする計算であるため，計算

の迅速化という見地から製造部門費を予定配賦する意義は殆どない。したがって，本問の解答と

しては不適切である。 

 

当月未払 1,702,000 

前月未払 1,554,000 支払賃金 

4,640,000 消費賃金(要支払額) 

4,788,000 

(＠1,800) 

直接作業 2,260ｈ 

4,068,000 

間接作業＋手待ち 400ｈ 

720,000 

就業時間 

2,660ｈ 

直接工賃金(第１工程) 

当月未払 1,072,000 

前月未払 984,000 支払賃金 

2,920,000 消費賃金(要支払額) 

3,008,000 

(＠1,600) 

直接作業 1,680ｈ 

2,688,000 

間接作業＋手待ち 200ｈ 

320,000 

就業時間 

1,880ｈ 

直接工賃金(第２工程) 

問 3 
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    固定予算を用いた製造間接費配賦差異の分析 

１ 製造部門費の予定配賦率の計算 

 第１工程 第２工程 

変動費 固定費 変動費 固定費 

間接費予算 36,000,000 43,200,000 27,000,000 37,800,000 

予定操業度 36,000ｈ 27,000ｈ 

予定配賦率 
＠1,000 ＠1,200 ＠1,000 ＠1,400 

＠2,200 ＠2,400 

２ 製造部門費の実際発生額の計算 

⑴ 部門費の計算 

 第１工程 第２工程 動力部門 資材部門 工場事務部門 

棚卸減耗費 ― ― ― (*1)525,000 ― 

直接工間接賃金 (*2)720,000 (*2)320,000 ― ― ― 

そ の 他 2,921,000 2,868,000 1,400,000 875,000 1,240,000 

部 門 費 3,641,000 3,188,000 1,400,000 1,400,000 1,240,000 

(*1) 材料Ａ棚卸減耗費336,000＋材料Ｂ棚卸減耗費189,000 

       の解説１(p.４)を参照のこと。 

(*2) 直接工の間接作業賃金＋手待賃金 

       の解説２(p.５)を参照のこと。 

⑵ 補助部門費の配賦順位の決定 

① 
＜他の補助部門に対する用役提供先数の比較＞ 

動力部門：１，資材部門：１，工場事務部門：２→工場事務部門が第１位 

② 

⒜ 
＜部門費(第１次集計費)の比較＞ 

動力部門費＝資材部門費→順位付けはできない 

⒝ 

＜相互の配賦額の比較＞ 

(*1)動力部門から資材部門への配賦額280,000 

＞(*2)資材部門から動力部門への配賦額140,000 

→動力部門が第２位，資材部門が第３位 

(*1) 動力部門費1,400,000×資材部門実際消費量割合20％ 

(*2) 資材部門費1,400,000×動力部門実際消費量割合10％ 

なお，部門費が同額なのであるから，相互の配賦額を計算せずとも，実際消費量割合の比較の

みで順位付けはできる。 

問 4 

問 2 

問 2 

配賦計算上より重視すべき 
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⑶ 補助部門費の配賦と製造部門費の実際発生額 

 第１工程 第２工程 資材部門 動力部門 工場事務部門 

部 門 費 3,641,000 3,188,000 1,400,000 1,400,000 1,240,000 

工場事務部門費 (*1)744,000 248,000 124,000 124,000 △1,240,000 

動力部門費 (*2)762,000 457,200 304,800 △1,524,000 0 

資材部門費 (*3)812,800 1,016,000 △1,828,800 0  

製造部門費 5,959,800 4,909,200 0   

(*1) 工場事務部門費1,240,000×第１工程実際消費量割合60％ 

(*2) 動力部門費1,524,000×第１工程実際消費量割合50％ 

(*3) 資材部門費1,828,800× 

なお，製造間接費配賦差異の分析が問われているのは第１工程のみであるから，第２工程の実

際発生額を計算する必要はない。 

３ 第１工程の製造間接費配賦差異の分析 

ここでは    の理論問題との関連で，変動予算ではなく固定予算を用いた分析が問われて

いることに注意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*1) (年次変動費予算36,000,000＋年次固定費予算43,200,000)÷12か月 

(*2) 年次予定操業度36,000ｈ÷12か月 

 

第１工程実際消費量割合40％ 

第１工程40％＋第２工程50％ 

資料上の並びと異なることに注意 

問 5 

実際発生額 

5,959,800 

固定予算 (*1)6,600,000 

 2,260ｈ (*2)3,000ｈ 

 (実際) (予定) 

↑ 
予定配賦率＠2,200 

予定配賦額4,972,000 

予算差異640,200(貸方) 

操業度差異1,628,000(借方) 
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    固定予算の問題点(理論) 

解答を参照のこと。 

ここでは，当月の操業状況を踏まえた論述が求められているため，製品Ｘの需要に季節的な変

動があることを念頭に，実際操業度が年次予算を等分した予定操業度を大きく下回っていること

をまず指摘する必要がある。その上で，固定費については固定予算と変動予算の区別がないこと

から，変動費に焦点を当てた論述が求められる。変動予算を用いた分析との比較において，固定

予算を用いた分析の問題点を視覚的に捉えれば，以下のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*1) 年次変動費予算36,000,000÷12か月 

(*2) 年次固定費予算43,200,000÷12か月 

 

 

 

問 5 

変動費予算 
(*1)3,000,000 

固定費予算 
(*2)3,600,000 

固定予算6,600,000 

実際発生額5,959,800 

変動予算5,860,000 

↑ 

変動費率＠1,000 

 2,260ｈ 3,000ｈ 

 (実際) (予定) 

固定予算を用いた場合の予算差異640,200(貸方) 

変動予算を用いた場合の予算差異99,800(借方) 

固定予算には操業度の低下による 

変動費の減少が反映されない 



無料公開版（質問はご遠慮下さい） ＣＰＡ2018年－上級答練①－管理会計論－解答解説 

 

－ 9 － 解答解説 
 

ＣＰＡ 公認会計士講座 ＜無断転載を禁ず＞ 

    累加法による工程別単純総合原価計算 

１ 第１工程の計算 

 

 

 

 

 

 

(*) 予定配賦率＠2,200×当月直接作業時間2,260ｈ 

 完成品原価 月末仕掛品原価 

直接材料費(Ａ) 22,579,200 4,300,800 

加  工  費 8,400,000 640,000 

合     計 30,979,200 4,940,800 

なお，第１工程完成品(中間製品Ｘ)の一部はそのまま外部に出荷されることに注意する。以下

を参照のこと。 

 

 

 

 

 

２ 第２工程の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 6 

完  成 4,000個 

正常仕損 200個 

22,579,200 

月末仕掛 800個 

4,300,800 

当月投入 5,000個 

26,880,000 

(＠5,376) 

直接材料費(Ａ) 

完  成 4,000個 

正常仕損 200個 

8,400,000 

月末仕掛 320個 

640,000 

当月投入 4,520個 

○労 4,068,000 

(*)○間 4,972,000 

9,040,000 

(＠2,000) 

加工費 

完  成 2,400個 

正常仕損 100個 

19,362,000 

月末仕掛 500個 

3,872,400 

当月投入 3,000個 

23,234,400 

(＠7,744.8) 

前工程費 

完  成 2,400個 

正常仕損 100個 

5,906,250 

月末仕掛 300個 

708,750 

当月投入 2,800個 

6,615,000 

(＠2,362.5) 

直接材料費(Ｂ) 

平均投入のため 

加工換算量で原価配分を行う 

完  成 2,400個 

正常仕損 100個 

6,000,000 

月末仕掛 300個 

720,000 

当月投入 2,800個 

○労 2,688,000 

(*)○間 4,032,000 

6,720,000 

(＠2,400) 

加工費 

(*) 予定配賦率＠2,400 

×当月直接作業時間1,680ｈ 

第２工程 3,000個 

23,234,400 

外部出荷 1,000個 

7,744,800 

当月完成 4,000個 

30,979,200 

(＠7,744.8) 

第１工程完成品(中間製品Ｘ) 
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 完成品原価 月末仕掛品原価 

前 工 程 費 19,362,000 3,872,400 

直接材料費(Ｂ) 5,906,250 708,750 

加  工  費 6,000,000 720,000 

合     計 31,268,250 5,301,150 

 

    仕損品原価と仕損費の関係(理論) 

解答及び「原価計算基準」28⑷を参照のこと。 

仕損品の評価は副産物のそれに準拠することを念頭に，上記の「原価計算基準」の規定を本問

の内容に即してアレンジすればよい。「仕損費＝仕損品原価－仕損品評価額」であるが，加工の上

自家消費する場合には，「仕損費＝仕損品原価－(節約されるべき物品の見積購入価額－加工費の

見積額)」となるため，「仕損費＝仕損品原価＋加工費の見積額－節約されるべき物品の見積購入

価額」とする方が分かりやすいし，書きやすい。下図を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

【作問に当たって参考にした過去問】 

平成18年論文式 第１問－問題１ (材料費計算，部門別計算と工程別総合原価計算の結合) 

平成23年論文式 第１問－問題１ (直接工賃金の計算) 

平成24年第Ⅰ回短答式  問題５ (部門費が同額の場合の階梯式配賦法) 

平成25年論文式 第１問－問題２ (仕損品原価と仕損費の関係) 

平成27年論文式 第１問－問題１ (部門別計算と工程別総合原価計算の結合，一部振替) 

 

問 7 

仕損品原価 

仕損費 

加工費の見積額 

節約されるべき物品の見積購入価額 

仕損品評価額 
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     標準原価計算 (単位：円) 

    パーシャル・プランの仕掛品勘定の作成 

１ 製造間接費の原価標準の計算 

製造間接費標準(製品１個当たり)  製造間接費標準(仕損品１個当たり) 

正味標準原価 ＠1,000×0.25ｈ 250  正味標準原価 ＠250×(*1)40％ 100 

正常仕損費 ２    

総標準原価 252    

(*1) 仕損は工程の加工費進捗度40％の点で発生するのであるから，仕損品について，加工費

は良品の40％だけ投入済みということになる。 

(*2) 正常仕損率が良品に対して２％ということは，良品50個に対して仕損品１個が正常とい

うことを意味する。したがって，仕損品１個の正味標準原価を残りの良品50個で均等に負

担すると考えればよい。 

２ 生産データの整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 1 

問題 2 

正常仕損費を特別費として加算 

×(*2)正常仕損率２％ 

 ０ 0.2 0.4 0.6 １ 

当月投入 

5,500個 

↓ 

月初 

600個 

↓ 

↓ 

月末 

400個 

↓ 

仕損 

200個 

↓ 

完成 

5,500個 

 

正常 

98個 

 

異常 

102個 

仕損発生時点の良品4,900個 

×正常仕損率２％ 

正常仕損費を負担済み 

正常仕損費を負担しない 

月初仕掛 600個 完  成 5,500個 

正常仕損 98個 

異常仕損 102個 

月末仕掛 400個 

当月投入 5,500個 

実在量 

月初仕掛 360個 完  成 5,500個 

正常仕損 39.2個 

異常仕損 40.8個 

月末仕掛 80個 

当月投入 5,300個 

加工換算量 

製造間接費 

差異分析の基礎 
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３ 標準製造間接費の計算 

⑴ 完成品と異常仕損品 

完 成 品：総標準原価＠252×完成品数量5,500個＝1,386,000 

異常仕損品：仕損品正味標準原価＠100×異常仕損品数量102個＝10,200 

⑵ 月初・月末仕掛品 

 
原価標準 

月初仕掛品 月末仕掛品 

完成品換算量 標準原価 完成品換算量 標準原価 

正味標準原価 ＠250 360個 90,000 80個 20,000 

正常仕損費 ＠ ２ (*)600個 1,200 ― ― 

合   計 ＠252  91,200  20,000 

(*) 月初仕掛品(前月の月末仕掛品)は仕損の発生時点を通過済みであるため，その負担すべき

仕損費は完成品と実在量単位当たりで等しい。 

⑶ 当月投入 

正味標準原価＠250×当月投入加工換算総量5,300個＝1,325,000 

４ パーシャル・プランの仕掛品勘定 

仕掛品－製造間接費 

月初仕掛品原価 91,200 完 成 品 原 価 1,386,000 

当月製造間接費 (*)1,325,000 異 常 仕 損 費 10,200 

    月末仕掛品原価 20,000 

 1,416,200  1,416,200 

(*) 当月の製造間接費の総差異がゼロであるということは，当月投入の標準原価と実際発生額

が等しいということを意味する。 

 

実在量基準 

実際発生額＝標準原価 
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    異常仕損費の増減分析 

１ 前月の異常仕損量の計算 

仕損の発生量自体は当月と同じであるが，発生時点の良品数量が異なるため，正常仕損と異常

仕損の内訳は異なることに注意する。なお，ここでは異常仕損量が分かれば足りるが，    の

計算において前月の当月投入加工換算総量が必要となるため，生産データもあわせて整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 異常仕損費の増減額の計算 

 仕損品正味標準原価 異常仕損量 異常仕損費  

当 月 ＠100 102個 10,200  

前 月 ＠100 78個 7,800  

増 減  24個 2,400 ←増加 

 

問 2 

問 4 

月初仕掛 800個 完  成 5,500個 

正常仕損 122個 

異常仕損 78個 

月末仕掛 600個 

当月投入 5,500個 

実在量 

月初仕掛 160個 完  成 5,500個 

正常仕損 48.8個 

異常仕損 31.2個 

月末仕掛 360個 

当月投入 5,780個 

加工換算量 

製造間接費 

差異分析の基礎 

 ０ 0.2 0.4 0.6 １ 

当月投入 

5,500個 

↓ 

月初 

800個 

↓ 

↓ 

月末 

600個 

↓ 

仕損 

200個 

↓ 

完成 

5,500個 

 

正常 

122個 

 

異常 

78個 

仕損発生時点の良品6,100個 

×正常仕損率２％ 

当月の月初仕掛品 
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    原価標準に仕損費を含める方法のメリットとデメリット(理論) 

解答を参照のこと。 

原価標準に仕損費を含める方法(仕損費を含む原価標準)は「現実的標準原価」に，原価標準に

仕損費を含めない方法(仕損費を含まない原価標準)は「理想標準原価」に相当する。したがって，

本問では，現実的標準原価のメリットとデメリットを，理想標準原価との比較において論述すれ

ばよい。具体的には，原価管理上重要となる「動機づけ」に着目し，達成可能な目標を設定する

ことで，短期的には効果的な動機づけが可能となるが，仕損費の一部(正常仕損費)が製品原価に

埋没する結果として，長期的には原価改善に限界が生じる点を指摘すればよい。 

 

    変動予算と四分法による製造間接費差異の分析 

１ 変動費率と固定費率の推定 

前月の固定費能率差異の分析結果より，固定費率を推定する。固定費率をＸとおく。 

固定費率Ｘ×((*)標準操業度1,445ｈ－実際操業度1,540ｈ)＝△57,000→Ｘ＝600  

(*) 標準機械作業時間0.25ｈ／個×当月投入加工換算総量5,780個 

以上より，標準配賦率＠1,000の内訳は，変動費率が＠400，固定費率が＠600となる。 

２ 当月の製造間接費差異の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*1) 年間基準操業度18,000ｈ÷12か月 

(*2) 固定費率＠600×月間基準操業度1,500ｈ 

 

問 4 

問 3 

1,476,000 

実際発生額 

1,325,000 

変動予算 

変動費予算 

600,000 

固定費予算 
(*2)900,000 

 1,325ｈ 1,440ｈ (*1)1,500ｈ 

 (標準) (実際) (基準) 

変動費率＠400 

↓ 

↑ 

固定費率＠600 

予算差異151,000(有利) 

変動費能率差異46,000(不利) 

固定費能率差異69,000(不利) 

操業度差異36,000(不利) 
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    有利な操業度差異の解釈(理論) 

解答を参照のこと。 

年間を通して見れば，「実際操業度＞実際的生産能力」となる余地はないが，年間予算を月別

に等分して月間予算とする場合には，上記の関係が生じる場合がある。これは各月が１年のちょ

うど12分の１ではないためであり，これによって生じる操業度差異を「暦日差異」という。基準

操業度に実際的生産能力を採る場合に限らず，有利な操業度差異の解釈として便利であるため，

常に念頭に置くようにしたい。 

 

    製造間接費の標準(理論) 

解答及び「原価計算基準」41⑶を参照のこと。 

製造間接費には固定費を多く含むため，これを変動費と擬制した製品原価計算用の標準(原価

標準)に実際生産量を掛けたところで，それは達成すべき原価の標準(予算許容額)とはならない。

したがって，製造間接費に関しては，原価管理用の標準を別個に算定する必要があり，「原価計算

基準」では，これを部門間接費予算として固定予算又は変動予算として設定することとしている。

なお，     の    で確認した通り，固定予算の本来の役割は，あくまでも「標準配賦

率(予定配賦率)算定の基礎」であり，原価管理への役立ちが認められるのは「一定の限度内にお

いて」であることに注意する。 

 

 

【作問に当たって参考にした過去問】 

日商簿記検定第79回１級工業簿記 (仕掛品－製造間接費勘定の記入，製造間接費差異の分析) 

平成23年論文式 第１問－問題２ (仕損途中点発生，異常仕損費の増減分析) 

平成24年論文式 第１問－問題２ (有利な操業度差異の解釈) 

平成27年論文式 第１問－問題２ (原価標準に仕損費を含める方法の特徴) 

平成28年論文式 第１問－問題１ (有利な操業度差異の解釈) 

平成29年論文式 第１問－問題２ (仕掛品－製造間接費勘定の記入，基準の穴埋め問題の形式) 

 

問 5 

問 6 

問 5 問題 1 
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【ＭＥＭＯ】 
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第２問 解 答 ＜1＞ 

(管理会計論) 

  

 
   

   

    

 

     (25点)【計算：★各２点，☆各１点】 

    (４点) 

 製品Ｘ 製品Ｙ 製品Ｚ 

単位当たり貢献利益 ☆    50,000 円 ☆    66,000 円 ★    80,000 円 

 点  (４点＋４点＝８点) 

⑴ 時間当たり貢献利益を比較すると，製品Ｘが12,500円(第１位)，製品Ｙが11,000円(第２位)， 

製品Ｚが10,000円(第３位)となり，製品Ｘの需要量は，その生産可能量よりも大きい。つまり， 

製造部長が「製品Ｘのみを生産・販売する」ことを主張したのは，それが制約条件下で貢献利益 

(営業利益)を最大化する最適セールス・ミックスだからであると推測される。 

⑵ 時間当たり売上高を比較すると，製品Ｘが25,000円(第３位)，製品Ｙが30,000円(第１位)， 

製品Ｚが27,500円(第２位)となり，製品ＹとＺの需要量は，生産能力でちょうど賄うことができ 

る。つまり，販売部長が「製品ＹとＺをそれぞれ需要上限まで生産・販売する」ことを主張した 

のは，それが制約条件下で自らが責任を負う売上高を最大化するセールス・ミックスだからであ 

ると推測される。 

    (２点) 

全社的加重平均資本コスト率 ★      ９ ％ 

    (７点) 

① ☆   56,000,000 円 

② ★   24,400,000 円 

③ ☆   13,000,000 円 

④ ★   32,235,600 円 

⑤ ☆       ３ 年 

 点  (２点＋各１点×２＝４点) 

判断：この投資プロジェクトの回収期間(３年)は目標回収期間(２年)を超えているため，その採 

用は見送るべきと判断される。 

問題点⑴ 投資回収後のキャッシュ・フローが考慮外となっている。 

問題点⑵ 目標回収期間の設定に客観的なルールがない。 

 
 

問題 1 

問 1 問 1 

問 2 

問 1 問 3 

問 1 問 4 

問 5 
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第２問 解 答 ＜2＞ 

(管理会計論) 

  

 
   

   

    

 

     (25点)【計算：★各２点，☆各１点】 

    (３点) 

許容製造原価 ★☆   450,000円／台 

 点  (２点＋２点＋２点＝６点) 

(   控除   )法   (別解) 割付法，販売価格基準法 

メリット：市場の意向とトップの意向の双方を勘案した目標原価を設定することが可能であり， 

戦略的に目標利益を確保するという原価企画の目的に最も適う。 

デメリット：目標原価に技術的な裏付けがないため，厳格度からすると最も厳しい目標となり， 

設計担当エンジニアの挑戦意欲を減退させる恐れがある。 

    (10点) 

①  ☆ 25.8 ⑥  ☆ 23.2 

②  ☆ 9.9 ⑦  ☆ △2,970 

③  ☆ 26.4 ⑧  ☆ 90,910 

④  ☆ 24.9 ⑨  ☆ 64.3 

⑤  ☆ 25.5 ⑩  ☆ 104.0 

 点  (２点＋２点＋２点＝６点) 

(  貸与図  )方式 

メリット：詳細設計をサプライヤーに委ねるため，革新的なアイデアによる原価低減効果が期待 

できるとともに，開発リードタイムの短縮にも役立つ。 

デメリット：承認図は原則的にはサプライヤーに帰属するため，複社購買は困難となり，購買コ 

ストや調達不能に陥るリスクが高くなる。 

 

問題 2 

問 1 問 1 

問 2 

問 1 問 3 

問 4 
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 第２問  解説   

 

 

問題１の計算は，制約条件下のセールス・ミックスの決定ルールと，基本的な税引後正味キャッシ

ュ・フローの計算を整理できているかを確認している。また，理論については，回収期間法の問題点

という典型論点を正確に理解できているかを重視している。 

問題２の計算は，原価企画における目標原価の展開に関連して，初見の簡単な計算を問題文の指示

通りに解けるかという点を重視している。また，理論については，目標原価の設定方法やサプライヤ

ー関係といった典型論点について，対となる方法と合わせて理解してもらうことを意図している。 

 

 

     設備投資の経済性計算 

     単位当たり貢献利益の計算 

     セールス・ミックスの検討(計算と理論) 

     全社的加重平均資本コスト率の計算 

     拡張投資の評価 

     回収期間法による投資判断と問題点(理論)  

     原価管理 

     許容製造原価の計算 

     控除法のメリットとデメリット(理論) 

     ＱＦＤを利用した目標原価の展開 

     承認図方式のメリットとデメリット(理論) 

 

出 題 の 意 図 

問題 1 

問 1 

問 2 

問 3 

問 4 

問 5 

問題 2 

問 1 

問 2 

問 3 

問 4 
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     設備投資の経済性計算 (単位：円) 

    単位当たり貢献利益の計算 

１ 製造プロセスの整理 

 

 

 

 

(*1) 製品Ｘ直接労務費＠4,000÷直接工賃率＠1,000 

(*2) 製品Ｙ直接労務費＠2,000÷直接工賃率＠1,000 

(*3) 製品Ｚ直接労務費＠4,000÷直接工賃率＠1,000 

２ 単位当たり貢献利益の計算 

 製品Ｘ 製品Ｙ 製品Ｚ 

販売価格 ＠100,000 ＠180,000 ＠220,000 

変動費    

 直接材料費    

  材料Ｘ ＠36,000 ― ― 

  追加投入材料 ― ＠56,000 ＠74,000 

  製品Ｘ ― ＠48,000 ＠48,000 

 直接労務費 ＠4,000 ＠2,000 ＠4,000 

 変動製造間接費 (*1)＠8,000 (*2)＠4,000 (*3)＠8,000 

 変動販売費 ＠2,000 ＠4,000 ＠6,000 

 変動費計 ＠50,000 ＠114,000 ＠140,000 

貢献利益 ＠50,000 ＠66,000 ＠80,000 

(*1) 変動製造間接費予定配賦率＠2,000×製品Ｘ設備稼働時間４ｈ／個 

(*2) 変動製造間接費予定配賦率＠2,000×製品Ｙ追加設備稼働時間２ｈ／個 

(*3) 変動製造間接費予定配賦率＠2,000×製品Ｚ追加設備稼働時間４ｈ／個 

 

問 1 

問題 1 

製品Ｘ 

製品Ｙ(合計６ｈの加工が必要) 

製品Ｚ(合計８ｈの加工が必要) 

(*2)追加加工２ｈ 

(*3)追加加工４ｈ 

(*1)加工４ｈ 
材料Ｘ 

変動製造原価を振替 
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    セールス・ミックスの検討(計算と理論) 

解答及び下記解説を参照のこと。 

なお，本問では具体的数値を用いた論述が要求されているため，数値の記載のない答案は採点

対象外とする。一方で，数値に誤りがあるとしても，論旨が題意にそっている答案であれば，加

点対象とする。 

 

１ 製造部長が主張したセールス・ミックスの検討 

⑴ 主張の根拠 

製造部長が「製品Ｘのみを生産・販売する」ことを主張したのは，以下に示す通り，それが制

約条件下で貢献利益(営業利益)を最大化する最適セールス・ミックスだからであると考えられる。 

⑵ 時間当たり貢献利益の比較 

 製品Ｘ 製品Ｙ 製品Ｚ 

貢献利益 ＠50,000 ＠66,000 ＠80,000 

設備稼働時間 ４ｈ／個 ６ｈ／個 ８ｈ／個 

時間当たり貢献利益 ＠12,500 ＠11,000 ＠10,000 

順 位 第１位 第２位 第３位 

以上より，製品Ｘ→製品Ｙ→製品Ｚの順に優先的に生産・販売することで，貢献利益(営業利

益)を最大化することができる。ただし，製品ＹとＺは製品Ｘを追加加工することで生産されるた

め，上記の順位付けは，需要がある限りは製品Ｘのみを生産すべき(追加加工すべきでない)こと

を意味している。 

⑶ 最適セールス・ミックス 

 
生産・販売量 

設備稼働時間 

利用時間 生産後残余時間 

製品Ｘ 4,800ｈ÷４ｈ／個＝1,200個 4,800ｈ 4,800ｈ－4,800ｈ＝０ｈ 

製品Ｙ ０個 ― ― 

製品Ｚ ０個 ― ― 

合 計  4,800ｈ  

 

問 2 
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２ 販売部長が主張したセールス・ミックスの検討 

⑴ 主張の根拠 

問題文「販売部門はレヴェニューセンターであり，販売部長は売上高についてのみ責任を負っ

ている」より，販売部長は，貢献利益(営業利益)ではなく，売上高の最大化を志向するものと考

えられる。したがって，「製品ＹとＺをそれぞれ需要上限まで生産・販売する」ことを主張したの

は，以下に示す通り，それが制約条件下で売上高を最大化するセールス・ミックスだからである

と考えられる。 

⑵ 時間当たり売上高の比較 

 製品Ｘ 製品Ｙ 製品Ｚ 

販売価格 ＠100,000 ＠180,000 ＠220,000 

設備稼働時間 ４ｈ／個 ６ｈ／個 ８ｈ／個 

時間当たり貢献利益 ＠25,000 ＠30,000 ＠27,500 

順 位 第３位 第１位 第２位 

以上より，製品Ｙ→製品Ｚ→製品Ｘの順に優先的に生産・販売することで，売上高を最大化す

ることができる。 

⑶ 時間当たり売上高の大小に基づくセールス・ミックス 

 
生産・販売量 

設備稼働時間 

利用時間 生産後残余時間 

製品Ｙ 400個(需要量) ６ｈ／個×400個＝2,400ｈ 4,800ｈ－2,400ｈ＝2,400ｈ 

製品Ｚ 2,400ｈ÷８ｈ／個＝300個(需要量) 2,400ｈ 2,400ｈ－2,400ｈ＝０ｈ 

製品Ｘ ０個 ― ― 

合 計  4,800ｈ  

なお，製品ＹとＺは製品Ｘに追加加工を行うことで生産されるため，上記のセールス・ミック

スは，まず製品Ｘを700個生産することを前提とする。それらに追加加工を行い，400個は製品Ｙ

として，残りの300個は製品Ｚとして販売するのである。下図を参照のこと。 

 

 

 

 

(*1) 製品Ｘ設備稼働時間４ｈ／個×製品Ｘ生産量700個 

(*2) 製品Ｙ追加設備稼働時間２ｈ／個×製品Ｙ生産量400個 

(*3) 製品Ｚ追加設備稼働時間４ｈ／個×製品Ｚ生産量300個 

製品Ｘ700個 

製品Ｙ400個 

製品Ｚ300個 

(*2)追加加工800ｈ 

(*3)追加加工1,200ｈ 

(*1)加工2,800ｈ 
材料Ｘ700個 
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    全社的加重平均資本コスト率の計算 

１ 負債比率に基づく資本構成の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＷＡＣＣの計算 

 構成比 資本コスト率 ＷＡＣＣ 

他 人 資 本 33.3
．
％ (*)３％ １％ 

自 己 資 本 66.6
．
％ 12％ ８％ 

合   計 100％  ９％ 

(*) 税引前利子率５％×(１－税率40％) 

３ 現価係数の計算 (    で使用) 

１年：1.09－1＝0.9174…→0.917 

２年：1.09－2＝0.8416…→0.842 

３年：1.09－3＝0.7721…→0.772 

４年：1.09－4＝0.7084…→0.708 

 

問 3 

他人資本 

自己資本 

総資産 

貸借対照表 
他人資本 

自己資本 
負債比率＝     ＝50％ 

      ↓ 

他人資本：自己資本＝１：２ 

負債比率とは，自己資本に対する他人資本(負債)の割合

を意味するのであって，自己資本比率のように総資本に

占める割合を意味するわけではない 

問 4 

年金現価係数3.239 
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    拡張投資の評価 

１ 初期投資額の計算 

⑴ 所要運転資金 

通常はキャッシュ・コンバージョン・サイクルがプラスであり，仕入代金の支払が売上代金の

回収に先行するため，売上高が増加する場合には，その分だけ新たに資金需要が生じることにな

る。設備投資の経済性計算においては，この所要運転資金を初期投資額に計上する必要があり，

それは「売掛金の増加額＋棚卸資産の増加額－買掛金の増加額」によって求められる。 

 

 

 

 

 

 

(*1) (*2)第１年度売上高120,000,000×所要運転資金５％ 

(*2) 製品Ｘ販売価格＠100,000×製品Ｘ年間販売量1,200個 

⑵ 初期投資額 

項 目 金 額 

設備投資額 50,000,000 

所要運転資金 6,000,000 

初期投資額合計 ①56,000,000 

２ 毎年の差額キャッシュ・フローの計算 (第１年度～第４年度) 

項 目 金 額 

売上高  120,000,000 

変動費  60,000,000 

貢献利益  (*1)60,000,000 

現金支出固定費   

 固定製造間接費 (*2)14,000,000  

 固定販売費及び一般管理費 12,000,000 26,000,000 

税引前正味キャッシュ・フロー  34,000,000 

法人税等(40％)  13,600,000 

差 引  20,400,000 

減価償却費の税効果  (*4)4,000,000 

税引後正味キャッシュ・フロー  ②24,400,000 

問 4 

売掛金の増加 

7,200,000(６％) 

棚卸資産の増加 

4,800,000(４％) 

買掛金の増加 

6,000,000(５％) 

所要運転資金 

(*1)6,000,000(５％) 

所要運転資金 

入金待ちの状態 

支払猶予の状態 

支払が先行 

営業活動を行うために

必要な準備資金 
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(*1) 製品Ｘ貢献利益＠50,000×製品Ｘ年間販売量1,200個 

(*2) 年間固定製造間接費24,000,000－(*3)新型設備年間減価償却費10,000,000 

(*3) 新型設備取得価額50,000,000÷耐用年数５年 

(*4) 新型設備年間減価償却費10,000,000×税率40％ 

３ 正味回収額の計算 (第４年度末) 

項 目 金 額 

新型設備の正味回収額   

 売却による収入 5,000,000  

 売却損の税効果 (*1)2,000,000 7,000,000 

運転資本回収額  6,000,000 

正味回収額合計  ③13,000,000 

(*1) (*2)新型設備売却損5,000,000×税率40％ 

(*2) (*3)新型設備簿価10,000,000－新型設備売却価額5,000,000 

(*3) 新型設備取得価額50,000,000－新型設備年間減価償却費10,000,000×経済命数４年 

４ 正味現在価値の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済命数(４年)と異なることに注意 

売却損の損金算入による 

法人税等の減少(ＣＩＦ) 

第１年度期首 

△56,000,000 

第１年度末 

24,400,000 

第２年度末 

24,400,000 

第３年度末 

24,400,000 

第４年度末 

24,400,000 

 79,031,600 
×年金現価係数3.239 13,000,000 

×0.708 
  9,204,000 

④32,235,600 
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５ 回収期間の計算 

⑴ 回収期間の計算方法 

回収期間の計算に当たっては，⒜キャッシュ・フローが年間を通じて平均的に発生すると仮定

する場合と，⒝キャッシュ・フローが各年度末にまとめて発生すると仮定する場合の２通りがあ

るが，本問では回収期間の計算について端数処理の指示がない。したがって，回収期間の計算に

当たっても，「各期間のキャッシュ・フローは，各年度末にまとめて発生するものと仮定する」と

いう指示が適用されると考えなければならない。 

⑵ 回収期間 

 正味ＣＦ 累積ＣＦ 

初 期 投 資 額 △56,000,000 △56,000,000 

第１年度ＣＦ 24,400,000 △31,600,000 

第２年度ＣＦ 24,400,000 △7,200,000 

第３年度ＣＦ 24,400,000 17,200,000 

第４年度ＣＦ (*)37,400,000 54,600,000 

(*) 毎年の差額ＣＦ24,400,000＋正味回収額13,000,000 

以上より，第３年度末に累積キャッシュ・フローがマイナスからプラスに転じるため，回収期

間は⑤３年と求められる。 

なお，仮に，本問において「回収期間の計算に際して，各期間のキャッシュ・フローは平均的

に発生するものと仮定する」といった指示や，回収期間について明確な端数処理の指示がある場

合には，以下のように計算すればよい(ここでは小数点以下第２位を四捨五入するものとする)。 

 

 

 

 

 

２年＋１年×               ＝2.29…年→2.3年 

 

 

正味価値 

累積ＣＦ △7,200,000 ０ 17,200,000 

年 数 ２年 ＰＰ ３年 

24,400,000 

第２年度末未回収額7,200,000 

第３年度ＣＦ24,400,000 
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    回収期間法による投資判断と問題点 

解答を参照のこと。 

回収期間法の問題点としては，一般に，次の３つが挙げられるが，本問では，回収期間法によ

る投資判断を踏まえた上で，このうちの２つを指摘することが求められている。 

 

① 貨幣の時間価値が考慮外となっている。 

② 投資回収後のキャッシュ・フローが考慮外となっている。 

③ 基準回収期間(目標回収期間)の設定に客観的なルールがない。 

 

ここで，当社の目標回収期間が２年の場合，回収期間法で投資判断を行うとすれば，大きなプ

ラスの正味現在価値を持つ投資プロジェクトの採用が見送られてしまうことになる。これは少な

くとも理論的には誤った投資判断ということになるが，その背景にある問題点は，上記３つのう

ち②と③であり，①ではない。①が問題点として顕在化するのは，⒜正味現在価値がマイナスの

投資プロジェクトが経済命数期間中の投資回収を根拠に実行すべきと判断された場合，⒝キャッ

シュ・フローのタイミングが異なる相互排他的投資案の順位付けができない場合，などであるこ

とに注意する。なお，⒝については，以下のような現金流列を持つＡ案とＢ案を想定すればよい。

正味現在価値法によれば，相対的に近い将来にキャッシュ・フローが分布するＡ案が有利である

ことは明らかであるが，回収期間法によればＡ案とＢ案は同位となり，順位付けができないとい

うことが理解できよう。 

 ０ １ ２ ３ 

Ａ案 △10,000,000 8,000,000 2,000,000 10,000,000 

Ｂ案 △10,000,000 2,000,000 8,000,000 10,000,000 

 

 

 

 

【作問に当たって参考にした過去問】 

平成25年論文式 第２問－問題１ (回収期間法の問題点) 

平成26年論文式 第２問－問題１ (階層構造を持つ製品のセールス・ミックスの検討) 

日商簿記検定第84回１級原価計算 (売上高に基づく運転資本投資の計算) 

 

問 5 

回収期間は 

いずれもちょうど２年 

ＣＦの総額は同じだが 

タイミングが違う 
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     原価管理 (単位：円) 

    許容製造原価の計算 

 金 額 
対売上高比 

総額(2,400台) 単 価 

売上高 (*1)1,800,000,000 (*2)＠750,000 100％ 

差引：目標営業利益 270,000,000 ＠112,500 15％ 

   許容研究開発費 90,000,000 ＠ 37,500 ５％ 

   許容販売費及び一般管理費 360,000,000 ＠150,000 20％ 

許容製造原価 1,080,000,000 ＠450,000 60％ 

(*1) (初年度販売価格＠850,000＋第２年度販売価格＠800,000＋第３年度販売価格＠600,000) 

×各年度予定販売数量800台 

(*2) 売上高総額1,800,000,000÷(*3)予定販売数量合計2,400台 

(*3) 各年度予定販売数量800台×モデルサイクル期間３年 

 

    控除法のメリットとデメリット 

解答を参照のこと。 

問題文に示されている通り，論述に際しては，対となる積上げ法との比較をイメージすればよ

い。ポイントは，「中期利益計画の達成に貢献しうる目標利益の確保」という原価企画の目的に適

うか否か，目標原価に技術的な裏付けがあるか否か(設計担当エンジニアの同意や納得が得られる

か)である。 

 

問 1 

問題 2 

問 2 
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    ＱＦＤを利用した目標原価の展開 

１ 企画品質設定表の作成 

⑴ レベルアップ率 

環境対応性：企画品質評価点５÷現在の品質の評価点４＝1.25 

安 全 性：企画品質評価点５÷現在の品質の評価点３＝1.666…→1.67 

経 済 性：企画品質評価点３÷現在の品質の評価点３＝1.00 

走 行 性：企画品質評価点４÷現在の品質の評価点３＝1.333→1.33 

スタイル性：企画品質評価点３÷現在の品質の評価点２＝1.50 

⑵ 絶対的ウェイト 

環境対応性：重要度５×レベルアップ率1.25×セールス・ポイント1.5＝9.375 

安 全 性：重要度５×レベルアップ率1.67×セールス・ポイント1.5＝12.525 

経 済 性：重要度３×レベルアップ率1.00×セールス・ポイント1.2＝3.6 

走 行 性：重要度４×レベルアップ率1.33×セールス・ポイント1.2＝6.384 

スタイル性：重要度３×レベルアップ率1.50×セールス・ポイント1.0＝4.5 

⑶ 相対的ウェイト 

環境対応性：絶対的ウェイト9.375÷絶対的ウェイト合計36.384＝25.76…％→25.8％ 

安 全 性：絶対的ウェイト12.525÷絶対的ウェイト合計36.384＝34.42…％→34.4％ 

経 済 性：絶対的ウェイト3.6÷絶対的ウェイト合計36.384＝9.89…％→9.9％ 

走 行 性：絶対的ウェイト6.384÷絶対的ウェイト合計36.384＝17.54…％＝17.5％ 

スタイル性：絶対的ウェイト4.5÷絶対的ウェイト合計36.384＝12.36…％→12.4％ 

⑷ 企画品質設定表 

要求品質 重要度 現在の品質 

商品企画 要求品質ウェイト 

企 画 

品 質 

レベル 

アップ率 

セールス 

ポイント 

絶対的 

ウェイト 

相対的 

ウェイト 

環境対応性 ５ ４ ５ 1.25 VVV(1.5) 9.375 ①25.8％ 

安 全 性 ５ ３ ５ 1.67 VVV(1.5) 12.525 34.4％ 

経 済 性 ３ ３ ３ 1.00  VV(1.2) 3.600 ② 9.9％ 

走 行 性 ４ ３ ４ 1.33  VV(1.2) 6.384 17.5％ 

スタイル性 ３ ２ ３ 1.50   V(1.0) 4.500 12.4％ 

合   計 ― ― ― ― ― 36.384 100.0％ 

 

問 3 
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２ 要求品質ウェイトからサブシステムの目標原価への変換 

⑴ 環境対応性の要求品質ウェイトの按分 

エンジン：要求品質ウェイト25.8％×          ＝7.16…％→7.2％ 

ボディー：要求品質ウェイト25.8％×          ＝5.73…％→5.7％ 

   サスペンション：要求品質ウェイト25.8％×          ＝7.16…％→7.2％ 

タ イ ヤ: 要求品質ウェイト25.8％×          ＝5.73…％→5.7％ 

⑵ 安全性の要求品質ウェイトの按分 

エンジン：要求品質ウェイト34.4％×          ＝9.05…％→9.0％(誤差調整) 

ボディー：要求品質ウェイト34.4％×          ＝9.05…％→9.1％ 

   サスペンション：要求品質ウェイト34.4％×          ＝9.05…％→9.1％ 

タ イ ヤ: 要求品質ウェイト34.4％×          ＝7.24…％→7.2％ 

⑶ 経済性の要求品質ウェイトの按分 

エンジン：要求品質ウェイト9.9％×          ＝2.35…％→2.3％(誤差調整) 

ボディー：要求品質ウェイト9.9％×          ＝2.35…％→2.4％ 

   サスペンション：要求品質ウェイト9.9％×          ＝2.82…％→2.8％ 

タ イ ヤ: 要求品質ウェイト9.9％×          ＝2.35…％→2.4％ 

⑷ 走行性の要求品質ウェイトの按分 

エンジン：要求品質ウェイト17.5％×          ＝4.86…％→4.8％(誤差調整) 

ボディー：要求品質ウェイト17.5％×          ＝3.88…％→3.9％ 

   サスペンション：要求品質ウェイト17.5％×          ＝3.88…％→3.9％ 

タ イ ヤ: 要求品質ウェイト17.5％×          ＝4.86…％→4.9％ 

 

1.5 

1.5＋1.2＋1.5＋1.2 

1.2 

1.5＋1.2＋1.5＋1.2 

1.5 

1.5＋1.2＋1.5＋1.2 

1.2 

1.5＋1.2＋1.5＋1.2 

1.5 

1.5＋1.5＋1.5＋1.2 

1.5 

1.5＋1.5＋1.5＋1.2 

1.5 

1.5＋1.5＋1.5＋1.2 

1.2 

1.5＋1.5＋1.5＋1.2 

1.0 

1.0＋1.0＋1.2＋1.0 

1.0 

1.0＋1.0＋1.2＋1.0 

1.2 

1.0＋1.0＋1.2＋1.0 

1.0 

1.0＋1.0＋1.2＋1.0 

1.5 

1.5＋1.2＋1.2＋1.5 

1.2 

1.5＋1.2＋1.2＋1.5 

1.2 

1.5＋1.2＋1.2＋1.5 

1.5 

1.5＋1.2＋1.2＋1.5 
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⑸ スタイル性の要求品質ウェイトの按分 

エンジン：要求品質ウェイト12.4％×          ＝3.03…％→3.1％(誤差調整) 

ボディー：要求品質ウェイト12.4％×          ＝3.79…％→3.8％ 

   サスペンション：要求品質ウェイト12.4％×          ＝2.53…％→2.5％ 

タ イ ヤ: 要求品質ウェイト12.4％×          ＝3.03…％→3.0％ 

⑹ サブシステムの目標原価への変換 

要求品質 
要求品質 

ウェイト 
エンジン ボディー サスペンション タイヤ 

環境対応性 25.8％ 
VVV 

(1.5) 7.2％ 
VV 

(1.2) 5.7％ 
VVV 

(1.5) 7.2％ 
VV 

(1.2) 5.7％ 

安 全 性 34.4％ 
VVV 

(1.5) 9.0％ 
VVV 

(1.5) 9.1％ 
VVV 

(1.5) 9.1％ 
VV 

(1.2) 7.2％ 

経 済 性 9.9％ 
V 

(1.0) 2.3％ 
V 

(1.0) 2.4％ 
VV 

(1.2) 2.8％ 
V 

(1.0) 2.4％ 

走 行 性 17.5％ 
VVV 

(1.5) 4.8％ 
VV 

(1.2) 3.9％ 
VV 

(1.2) 3.9％ 
VVV 

(1.5) 4.9％ 

スタイル性 12.4％ 
VV 

(1.2) 3.1％ 
VVV 

(1.5) 3.8％ 
V 

(1.0) 2.5％ 
VV 

(1.2) 3.0％ 

サブシステム 

のウェイト 
100.0％ ③26.4％ ④24.9％ ⑤25.5％ ⑥23.2％ 

サブシステム 

の目標原価 
450,000 118,800 112,050 114,750 104,400 

 

1.2 

1.2＋1.5＋1.0＋1.2 

1.5 

1.2＋1.5＋1.0＋1.2 

1.0 

1.2＋1.5＋1.0＋1.2 

1.2 

1.2＋1.5＋1.0＋1.2 
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３ サブシステムの目標原価と見積原価の比較表の作成 

⑴ 原価低減目標額 

エンジン：見積原価184,840－目標原価118,800＝66,040 

ボディー：見積原価109,080－目標原価112,050＝△2,970 

   サスペンション：見積原価205,660－目標原価114,750＝90,910 

タ イ ヤ：見積原価100,420－目標原価104,400＝△3,980 

⑵ 価値比率 

エンジン：目標原価118,800÷見積原価184,840＝64.27…％→64.3％ 

ボディー：目標原価112,050÷見積原価109,080＝102.72…％→102.7％ 

   サスペンション：目標原価114,750÷見積原価205,660＝55.79…％→55.8％ 

タ イ ヤ：目標原価104,400÷見積原価100,420＝103.96…％→104.0％ 

⑶ サブシステムの目標原価と見積原価の比較表 

サブシステム 見積原価 目標原価 原価低減目標額 価値比率 

エ ン ジ ン 184,840 118,800 66,040 ⑨ 64.3％ 

ボ デ ィ ー 109,080 112,050 ⑦△2,970 102.7％ 

サスペンション 205,660 114,750 ⑧ 90,910 55.8％ 

タ  イ  ヤ 100,420 104,400 △3,980 ⑩104.0％ 

合     計 600,000 450,000 150,000 75.0％ 

なお，上記の比較表によれば，エンジンとサスペンションについては，見積原価が目標原価を

上回っている(価値比率が100％を切っている)ため，再設計が必要ということになる。一方，ボデ

ィーとタイヤについては，見積原価が目標原価を下回っている(価値比率が100％を超えている)

ため，機能増が可能であることが分かる。 

 

    承認図方式のメリットとデメリット 

解答を参照のこと。 

問題文に示されている通り，論述に際しては，対となる貸与図方式との比較をイメージすれば

よい。ポイントは，詳細設計を担当するのは完成品メーカーとサプライヤーのどちらか(サプライ

ヤーのアイデアを反映しうるか)，図面の所有権は完成品メーカーとサプライヤーのどちらに帰属

するか(複社購買は可能か)である。 

 

問 4 
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【作問に当たって参考にした過去問】 

平成20年論文式 第２問－問題１ (ＱＦＤを利用した目標原価の展開) 

平成22年論文式 第２問－問題１ (承認図方式と貸与図方式) 

平成22年第Ⅱ回短答式  問題16 (許容原価の計算) 

なお，ＱＦＤを利用した目標原価の展開については，以下の文献(敬称略)も参考にした。 

門田安弘(編著) 「管理会計学テキスト(第２版)」税務経理協会(2000) 第16章 
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【ＭＥＭＯ】 
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【ＭＥＭＯ】 

 

 



 

 

 


